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Ⅰ　問題と目的

不登校に対しては，これまでも様々な支援の取り組
みがなされている。それにもかかわらず，不登校を理
由として長期欠席を行う児童生徒は微増と微減を繰り
返している状況で，減少の気配が認められない。とり
わけ，中学生での出現数の高さが問題となっており，
文部科学省1）は小学6年生に比較して中学1年生で約3
倍の状況であることを示している。こうした状況は中
1ギャップと言われ，昨今の学校教育における大きな
課題となっている。実際，富家・宮前2）は，小学校，
中学校双方の教師がこの問題を強く感じていることを
指摘している。

また，登校していても「学校に行きたくない」と感
じている児童生徒の存在も，看過できない。森田3）や
本保・佐久川4）は，そうした児童生徒の数が相当数に
上ることを明らかにしている。加えて五十嵐・萩原5）

および五十嵐6）は，こうした状態について，登校は行っ
ているが学校生活を楽しむことができていないという
ことであり，不登校の前駆的状況として「不登校傾向」
であると考え，その心理的構造を探っている。そこで
は，小学生の不登校傾向が「休養を望む不登校傾向」「遊
びを望む不登校傾向」の2側面であるのに対し，中学
生では「別室登校を希望する不登校傾向」「遊び・非
行に関連する不登校傾向」「精神・身体症状を伴う不
登校傾向」「在宅を希望する不登校傾向」という4側面
に分類されることが明らかとなった。このことは，中
学生において登校している段階から「学校に行きたく
ない」気持ちが多様化することを示しており，中学校
での不登校の急激な増加に関する背景を探る上で有用
な視点を提供している。

では，不登校からの復帰，あるいは不登校傾向の減
少には，どのような支援が有効であるのか。この点に

関して，ソーシャルサポートの視点からの研究が進ん
でいる。ソーシャルサポートは，児童生徒の有する社
会的援助資源であり，ストレス理論から詳細な検討が
なされている概念である。先行研究では，渡辺・蒲田
7）が，実際に不登校に至っている中学生と登校してい
る中学生の比較を行い，不登校児はソーシャルサポー
トの受領量とその満足度が低いことを示している。ま
た，木原・三浦・田中8）は，中学生の家族や友人から
のサポートの低さが友人関係における孤立を示し，学
校に行きたくないと感じる傾向と関連していることを
明らかにした。さらに渡辺・小石9）は，中学生の登校
回避感情を規定するソーシャルサポートとして，特に
父親と友人からのサポート満足度の低さがあげられる
ことを指摘している。小中学生の双方に焦点を当てた
研究としては，五十嵐10）がある。そこでは，小中学
生ともに，様々な不登校傾向が父親・母親・教師・友
人からのソーシャルサポートと関連していることが明
らかにされている。そして，特に中学校段階での「精
神・身体症状を伴う不登校傾向」や「在宅を希望する
不登校傾向」は，友人を中心とした学校生活における
ソーシャルサポートが増加することによって低減して
いく可能性を示唆している。

以上のように，不登校あるいは不登校傾向は，あら
ゆるソーシャルサポートと密接に関連していることが
推測される。しかしながら，それがいわゆる中1ギャッ
プの問題にどのように関与しているのか，という点に
ついては，検討に乏しい。例えば，小野寺11）は，小
学校6年生の12月から中学校1年生の12月までの3回に
わたり調査を実施し，学校嫌い感情への影響因を検討
している。その要因としてソーシャルサポートも取り
上げているが，各時期ごとの影響因の検討であって，
変化に着目した検証はなされていない。また，浅川・
尾﨑・古川12）や加藤・木村13）は中学新入生や小中移
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行期の問題に触れ，親や教師，友人などの対人関係に
言及しているものの，いずれも登校に対する感情とそ
れらとの関連性について変化の観点からは検討してい
ない。

したがって，本研究では，登校している児童生徒に
おける不登校傾向に注目し，その小学校から中学校へ
の進学に伴う変化を検討する。そして，その増大に関
与するソーシャルサポートは何かを特定することを目
的とする。その際，中学校に至って不登校傾向が多様
化するとの先行研究6）を踏まえ，各不登校傾向の違い
にも着目し，検証を加えることとする。これらを通じ，
中学校で急激に増大する不登校を未然に予防するため
には，誰がサポート機能を発揮することが有効か，と
いう点を明らかにできるものと考えられる。

Ⅱ　方法

1．調査対象
A 県内の公立 B・C・D 小学校から公立 E 中学校へ，

ならびに F 県内の公立 G・H・I 小学校から公立 J 中
学校へ進学した1年生のうち，全ての調査に漏れなく
記入した383名を対象とした。内訳は，E 中学校1年生
191名（男子102名，女子89名），J 中学校1年生192名（男
子101名，女子91名）であった。

2．調査時期と手続き
調査は，対象者が小学校6年生に在籍していた2008

年度3学期（2009年1月～3月であり，以下，小学校段
階と記す）と，中学校1年生に在籍していた2009年度1
学期（2009年4月～7月であり，以下，中学校段階と記
す）の合計2回実施された。いずれも各学級で学級担
任が一斉に実施し，その場で回収された。

小学校段階と中学校段階のデータの対応について
は，調査用紙に記入された学級名と出席番号を用いた。
小学校段階の学級名と出席番号，ならびに中学校段階
の学級名と出席番号は，調査協力者である各中学校教
職員によって対応状況が検証された。この作業にあた
り，調査協力者に対して個別的な調査結果は通知して
いない。また，氏名などの個人を特定する情報は，調
査協力者から提供を受けないこととした。これらの
データ対応を含め，調査全体について事前に各学校へ
の説明を実施し，書面にて各小中学校長の了承を得た。

3．調査内容
フェイスシートで性別，学年，学級名，出席番号，

年齢について尋ねた後，以下の項目について回答を求
めた。
（1）不登校傾向

小学校段階では五十嵐6）の小学生用不登校傾向尺度
10項目，中学校段階では五十嵐 ･ 萩原5）の中学生用不
登校傾向尺度13項目を用いた。小学生用不登校傾向尺
度は「休養を望む不登校傾向」「遊びを望む不登校傾向」
の2因子構造，中学生用不登校傾向尺度は「別室登校
を希望する不登校傾向」「遊び・非行に関連する不登
校傾向」「精神・身体症状を伴う不登校傾向」「在宅を
希望する不登校傾向」の4因子構造である。4件法で回
答を求めた。
（2）ソーシャルサポート

小学校段階では岡安・由地・高山14）の児童用メン
タルヘルス・チェックリスト（簡易版），中学校段階
では岡安・高山15）の中学生用メンタルヘルス・チェッ
クリスト（簡易版）のうち，ソーシャルサポートに関
する部分をそれぞれ使用した。これは，父親，母親，
教師，友人の各サポート源について，各提示項目があ
てはまるか否かを問うものである。小学校段階では3
項目，中学校段階では4項目である。4件法により回答
を求めた。

Ⅲ　結果

1．小学校段階における不登校傾向とソーシャルサ
ポートとの関連

小学校段階での不登校傾向の状況について，ソー
シャルサポートとの関連性を検討するため，Pearson
の積率相関係数を求めた。

その結果（Table1），「休養を望む不登校傾向」につ
いては，いずれも弱程度ながら，全てのソーシャルサ
ポートと有意な負の相関関係あるいは相関傾向が認め
られた。一方，「遊びを望む不登校傾向」については，
友人サポートにおいて有意な結果が得られなかった。
それ以外の各サポート源との間には，弱程度の有意な
負の相関関係が示された。

2．中学校段階における不登校傾向とソーシャルサ
ポートとの関連

中学校段階での不登校傾向の状況について，ソー

Table1　小学校段階での不登校傾向とソーシャルサポートとの関連
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シャルサポートとの関連性を検討するため，同様に
Pearson の積率相関係数を算出した。

その結果（Table2），「別室登校を希望する不登校傾
向」「精神・身体症状を伴う不登校傾向」「在宅を希望
する不登校傾向」では，いずれも弱程度ながら，全て
のソーシャルサポートとの間に有意な負の相関関係が
認められた。一方で，「遊び・非行に関連する不登校
傾向」においては，友人サポートとの間に有意な結果
が認められなかった。それ以外の各サポート源との間
には，弱程度の有意な負の相関関係が認められた。

3．中学進学に伴う不登校傾向の増減と各学校段階に
おけるソーシャルサポートとの関連

中学校への進学に伴う不登校傾向の増減に対し，
ソーシャルサポートはどのように関与しているのかを
明らかにすることとした。

しかしながら，各学校段階の不登校傾向尺度は構造
が異なるため下位尺度間の対応関係が明確ではなく，
単純に比較を行うことができない。本研究では，中学
校での不登校傾向の多様化に着目していることから，
ここでは小学校段階の2つの下位尺度を合計すること
によって，新たに「小学校段階の不登校傾向総得点」
という合成変数を算出することとした。その上で，小
学校段階の全般的な不登校傾向の状態と，中学校段階
での各不登校傾向の状態を比較し，その増減を明らか
にすることとした。なお，本研究における小学校段階
の不登校傾向下位尺度間の相関係数は r=.34（p<.001）
であり，弱程度ながら有意な相関関係が認められた。
このことからも，合成変数の算出は妥当であると考え
られる。

小学校段階の全般的な不登校傾向の状態と，中学校
段階での各不登校傾向の状態の比較においては，中学
校段階の不登校傾向各下位尺度得点から，小学校段階
の不登校傾向総得点を減じ，中学校段階で各不登校傾
向が上昇した群と下降した群を抽出することとした。
なお，得点は，比較可能なものとするために標準得点
化した。これによって，減じた結果が正の値である者
を上昇群，負の値である者を下降群とした。

以上の手続きにより，この2群間におけるソーシャ
ルサポートの差を検討することとした。しかしながら，
その結果は，小学校段階における不登校傾向総得点，

および中学校段階での各不登校傾向得点，それぞれの
高さ，低さによって左右される可能性がある。つまり，
同じ上昇群であったとしても，当初より不登校傾向が
強い状態の者とそうでない者とでは，そもそもソー
シャルサポートに差があると考えられる。このことは，
Table1および Table2の結果から推察される。そこで，
各学校段階の不登校傾向の平均値を基準とした高低も
組み合わせて検討する必要があると判断した。

具体的には，（A）小学校段階で不登校傾向総得点
高群であり，かつ中学校で上昇し，中学校段階で各不
登校傾向高群の者（以下，一貫高群），（B）小学校段
階で不登校傾向総得点低群であったが，中学校で上昇
し，中学校段階で各不登校傾向高群の者（以下，上昇
高群），（C）小学校段階で不登校傾向総得点高群であっ
たが，中学校で下降し，中学校段階で各不登校傾向低
群の者（以下，下降低群），（D）小学校段階で不登校
傾向総得点低群であり，かつ中学校で下降し，中学校
段階で各不登校傾向低群の者（以下，一貫低群），の4
群間比較を行うこととした。そこで，ソーシャルサポー
トを従属変数とし，これらの群分けを要因とした1要
因分散分析を実施した。以下，中学校段階の不登校傾
向下位尺度ごとに，その結果を示す。
（1）別室登校を希望する不登校傾向の増減とソーシャ
ルサポートとの関連（Table3）

いずれの学校段階においても，全てのソーシャルサ
ポートと関連が認められなかった。
（2）遊び・非行に関連する不登校傾向の増減とソーシャ
ルサポートとの関連（Table4）

小学校段階においては，母親サポートならびに友人
サポートにおいて有意な結果が得られた。Tukey 法に
よる多重比較を実施したところ，母親サポートにおい
ては，小学校段階で高群である「一貫高群」「下降低群」
が，小中にわたり低群である「一貫低群」に比較して
得点が低いことが明らかとなった。友人サポートにつ
いては，中学校段階で高群である「一貫高群」「上昇
高群」において，「下降低群」よりも得点が高いこと
が示された。

中学校段階においては，母親サポートと教師サポー
トで有意差または有意傾向が示された。Tukey 法によ
る多重比較の結果，いずれのサポートについても，「一
貫低群」よりも「一貫高群」の得点が低いということ

Table2　中学校段階での不登校傾向とソーシャルサポートとの関連
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Table3 　小・不登校傾向総得点から中・別室への変化によるソーシャルサポートの差

Table5 　小・不登校傾向総得点から中・精神への変化によるソーシャルサポートの差

Table4 　小・不登校傾向総得点から中・別室への変化によるソーシャルサポートの差
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が明らかとなった。
（3）精神・身体症状を伴う不登校傾向の増減とソーシャ
ルサポートとの関連（Table5）

いずれの学校段階においても，全てのソーシャルサ
ポートと関連が認められなかった。
（4）在宅を希望する不登校傾向の増減とソーシャルサ
ポートとの関連（Table6）

小学校段階においては，母親サポートで有意差が認
められた。Tukey 法による多重比較の結果，「一貫低群」
よりも「一貫高群」の得点が低いということが明らか
となった。

中学校段階においては，全てのソーシャルサポート
について有意な結果が得られた。Tukey 法による多重
比較を実施したところ，父親サポートおよび母親サ
ポートでは，「一貫低群」よりも「一貫高群」の得点
が低いということが示された。また，教師サポートお
よび友人サポートでは，概して，中学校で不登校傾向
が低下した者に比べ，増加した者の得点が低いという
結果が得られた。

Ⅳ　考察

まず，各学校段階別の不登校傾向とソーシャルサ
ポートとの関連を検討したところ，ほぼ全ての変数間
に負の相関関係あるいは相関傾向が認められた。この
ことは，様々なサポート源からのソーシャルサポート
の受領を感じることにより，不登校傾向が弱まってい
く可能性を示唆するものである。これは，五十嵐10）

の結果にほぼ一致している。
しかしながら，小学校段階での「遊びを望む不登校

傾向」ならびに中学校段階での「遊び・非行に関連す
る不登校傾向」では，友人サポートについて有意な結
果が得られなかった。これらは，怠学傾向と称される
ような傾向に近い状態であると推測される。藤野16）は，

男子非行少年の友人関係について，うわべを取り繕う
ような希薄な人間関係を形成しているわけではないこ
とを指摘している。すなわち，非行的な行為がある場
合，その友人集団内部では信頼に満ちた関係性が形成
されていることも多く，個々人の認知としては友人関
係の満足度は高い可能性がある。本研究で測定してい
る小学校段階での「遊びを望む不登校傾向」ならびに
中学校段階での「遊び・非行に関連する不登校傾向」は，
非行行動そのものを測定しているわけではなく，また
回答者の非行深度に言及したものでもない。だが，藤
野16）の指摘を踏まえると，友人関係のサポート受領
と「遊びを望む不登校傾向」「遊び・非行に関連する
不登校傾向」が直接的に関連を示すものではないとい
う本研究の結果は，了解できるものである。

この点に関しては，中学進学に伴って「遊び・非行
に関連する不登校傾向」が増大した者が，低減した者
に比べて小学校段階での友人サポートが高い，という
結果（Table4）にも関与している。すなわち，小学校
在籍中，友人サポートを多く受領していると感じてい
た者の方が，中学進学後に「遊び・非行に関連する不
登校傾向」を増大させやすいということである。した
がって，友人間での良好な関係性が，学校外での享楽
的な活動への志向性へと結びついてしまう可能性が示
唆される。この点を検証するためには，友人関係の質
をも併せた検討が必要となろう。ただし，今回の中学
校段階でのソーシャルサポートとの関連性を考える
と，これらの不登校傾向の低減のためには，親や教師
による大人からのサポート提供量の増加が有効である
ということが示唆される。

その他の中学進学に伴う不登校傾向の増減に着目す
ると，その不登校傾向の質的差異によって，ソーシャ
ルサポートの関与状況は様々に異なる様相を呈してい
た。まず「別室登校を希望する不登校傾向」の増減に

Table6 　小・不登校傾向総得点から中・在宅への変化によるソーシャルサポートの差
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ついて検討したところ，ソーシャルサポートの関与は
認められないという結果が得られた。「別室登校を希
望する不登校傾向」は，登校しながらも教室で授業等
を受けて過ごすのではなく，保健室，相談室などで過
ごすことを希望する傾向である。この傾向の増減につ
いて五十嵐・萩原17）は，「別室」を構成する養護教諭（保
健室）やスクールカウンセラー（相談室）といった教
職員との関係性の状況が大きく関与する，ということ
を示唆している。したがって，たとえ教室では過ごし
たくないと感じていたとしても，これらの教職員と新
たな関係構築をすることが困難であったり，また関係
維持が難しい場合には，別室で過ごしたいという気持
ちには至らないと推察される。そのため，本研究で検
討したようなサポート源のみでは測定することができ
ない面が関与していると考えられるため，今後の検討
が必要となっている。

また「精神・身体症状を伴う不登校傾向」の増減に
おいても，ソーシャルサポートとの関連性は認められ
なかった。「精神・身体症状を伴う不登校傾向」の項
目を見ると5），「気分の落ち込み」のような抑うつ的
な状態や，頭痛や吐き気などの身体症状を尋ねている
ものが含まれる。岡安・嶋田・坂野18）は，中学生の
ストレス反応のうち「抑うつ・不安」「身体的反応」
はソーシャルサポートによる軽減効果が得られにくい
ものである，ということを指摘している。本研究の結
果はこれに一致するものと考えられ，精神症状や身体
症状を呈するような比較的重篤と考えられる不登校傾
向状態が増大した場合は，ソーシャルサポート受領量
の増大のみによっては有効な支援とはなりにくいと示
唆される。このことから，ソーシャルサポートの満足
度などの他の指標を用いた，さらなる研究の蓄積が必
要であると考えられる。
「遊び・非行に関連する不登校傾向」「在宅を希望す

る不登校傾向」の増大については，各学校段階でいく
つかのサポート源の有効性が認められた。その中で，
学校段階や不登校傾向の違いによらず共通して有効性
が示唆されたのは，母親サポートである。このことは，
中学生が母親に抱く信頼感が反社会的傾向に負の関連
を示す19），青年前期の知覚された母親サポートとひき
こもり傾向は負の相関関係にある20）という知見に一
致している。なお，「在宅を希望する不登校傾向」の
増大には，中学校段階での父親，教師，友人からのソー
シャルサポートも関与しており，Rubin, Dwyer, Kim, 
Burgess, Booth-Laforce, and Rose-Krasnor20） お よ び
Rubin, Coplan, and Bowker21）の指摘に一致する結果が
得られた。あらゆる対人関係上の困難を感じることに
より，それらの関係性を避けるために「在宅を希望す
る不登校傾向」が増大する可能性が示唆される。した
がって，様々なサポート源が協力・連携してサポート
量を増加させることにより，「在宅を希望する不登校

傾向」の低減に結びつけることができるのではないか，
と推察される。また，小学校段階では母親サポートの
みであったことを考え合わせると，この結果は，発達
的に自己と他者への過敏な意識が高まる青年期心性の
要素が関与しているかもしれない。この点についてさ
らなる検討を加えるために，より長期にわたる縦断的
検証が必要であろう。
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